
 

 

 

 

令和８年度監査等実施計画 

 

第１ 基本方針 

    県では、「活力があり、県民が日本一幸せな県」の実現のため、「挑戦」「スピード

感」「選択と集中」の３つの基本姿勢のもと、「新しい豊かさ」、「新しい安心安全」、

「新しい人財育成」、「新しい夢・希望」の４つのチャレンジを一体的に推進してお

り、特に「差別化」、「インフラへの投資」、「多様な人財が活躍できる社会の実現」

に取り組むほか、戦略的な企業誘致や経済の好循環の実現、儲かる農林水産業の実

現、共に成長する秩序ある共生社会の構築、県北地域の振興など、県勢発展に不可

欠な施策を着実に推し進めるとしている。 
一方、本県の財政状況は、これまでの財政健全化の取組により、財政指標は着実

に改善傾向にあるが、急速な高齢化の進展などに伴う社会保障関係費等の増や、公

共施設等の更新・統廃合・長寿命化への対応などによる財政構造の硬直化に加え、

物価高騰や混迷する世界情勢、気候変動問題など、景気の下振れリスクにより、予

断を許さない状況にある。 
このような状況を踏まえ、「茨城県監査基準」に基づき、事務の管理及び執行等

について、内部統制の運用に留意し、法令に適合し、正確で、経済的、効率的かつ

効果的な実施を確保するとともに、住民の福祉の増進に資することを目的とし、監

査、検査、審査を実施する。 
 
 

第２ 監査種別実施方針 

 

 １  定期監査（地方自治法第１９９条第 1 項、第２項及び第４項） 

予算の執行等の財務に関する事務や経営に係る事業が、法令等に従って適正に執行 

されているかなど、正確性、合規性の確認はもとより、経済性、効率性、有効性の検

証を重視した監査を実施する。 

 

（１）従来の財務監査に加えて、各機関における内部統制の取組状況を確認し、その 

整備・充実につながる監査を実施する。 

 

（２）事務事業の成果や効果について、経済性、効率性、有効性の観点から検証し、 

事務事業のあり方について、改善を促す事項について意見し、事務事業の改善に 

つながる監査を実施する。 

 

（３）前年度における定期監査の指摘等監査結果のほか、包括外部監査等の監査結果 
に対する措置等が適切になされているかを確認する。 
 
 
 



 

 

 

 ２  財政的援助団体等監査（地方自治法第１９９条第７項） 

県出資団体等が出資等の目的に沿って事業運営を行っているか、関係法令等に準拠

した会計処理がなされているかなどについて、監査を実施する。 

 

  （１）県出資団体 

      団体は出資の目的に沿った事業運営が行われているか、事業は計画的、効率的

に行われ財務の健全性が保たれているか、会計処理及び財産管理は規程等に従っ

て適正に行われているかなどについて監査を実施する。 

 

  （２）補助金等交付団体 

      補助事業等はその目的に沿って適正に行われているか、補助金等の使途は適正

かなどについて監査を実施する。 

 

  （３）公の施設の指定管理者 

      施設の管理は基本協定等に基づいて適正に実施されているか、施設の維持管理

は適正に行われているかなどについて監査を実施する。 

 

 ３ 行政監査（地方自治法第１９９条第２項） 

     県の組織、職員の配置、事務処理の手続き、行政の運営等について、経済性、効

率性、有効性等の観点から監査を実施する。 

 

４ 随時監査（地方自治法第１９９条第５項） 

県の事務事業の執行に関する課題、予備監査等によって把握した課題及び県民が特

に関心を持っている事業や、社会的に大きな課題になっている事項等について、必要

と認めるときは監査を実施する。 
 

 

第３ 監査の実施計画 

 

 １ 定期監査 
 

 （１）監査対象機関  

       監査対象機関は、「茨城県行政組織規則」第４条に規定する本庁の課並びにチー

ム及びセンター、県北振興局、労働委員会事務局、監査委員事務局、人事委員会事

務局、県議会事務局、教育庁の課及び室、警察本部、「茨城県財務規則」に規定す

る公所、「茨城県企業局組織規程」第２条に規定する本局及び出先機関、「茨城県病

院局組織規程」第２条に規定する本局及び病院とし、機関数は３８１（本庁１０２、

出先２７９）とする。 

 

 （２）監査の方法 

      監査は、職員による事前監査（予備監査）と監査委員による監査（委員監査）を、

それぞれ実地または書面で実施する。  

    また、監査事務の効率化に資するため、ＩＣＴを活用した監査を推進する。 

 



 

 

 

（３）監査時期 

        予備監査及び委員監査は、概ね次の期間に実施する。 

    ア 本庁機関は、５月から８月にかけて実施する。  

 

       イ 出先機関は、概ね８月から２月にかけて実施する。なお、企業会計機関にあ

っては、５月から７月にかけて実施する。 

 

（４）重点監査項目 

     監査を重点的かつ効率的に実施するための重点監査項目は、次のとおりとする。 

ア 令和５年度行政監査（意見）のフォローアップ調査について 

・ 令和５年度の行政監査「公共施設の老朽化（長寿命化）対策に関する提 

言」において「短期的に取り組むべき事項」として意見したことに係る取 

組状況の確認 

・ 改善が必要な事項の指導 

 

イ 生成 AI の利用状況について 

・ 事務事業の効率化に向けた、生成 AI の利用状況やその効果・課題の確認 

・ 生成 AI のさらなる利用に向けた検討状況の確認 

 

（５）実施体制 

予備監査及び委員監査の実施体制は、監査等実施要領（以下「実施要領」という。）

に基づき計画的に配置する。  

 

  ２ 財政的援助団体等監査 

 

（１）監査実施機関 

    監査実施機関は、「財政的援助団体等選定基準」を踏まえ、前年度までの監査状

況及び監査結果等を勘案して選定し、機関数は２８（出資団体１８機関、補助金等

交付団体５機関、公の施設の指定管理者５機関）とする。 

 

（２）監査の方法 

監査は、予備監査及び委員監査を、それぞれ実地または書面により行う。 

 

（３）監査時期 

    予備監査及び委員監査は、概ね６月から２月にかけて実施する。 

 

（４）実施体制 

予備監査及び委員監査の実施体制は、実施要領に基づき計画的に配置する。 

 

 ３ 行政監査（地方自治法第１９９条第２項） 

   特に、「県立学校の財務事務の効率化及び教育環境の向上」 については、定期監

査とは別に実施する。 

 

４ 随時監査（地方自治法第１９９条第５項） 

随時監査等実施要領に基づき実施する。 



 

 

 

第４ 検査、審査、請求等による監査等 

 

１ 検査及び審査 

 

（１）例月現金出納検査（地方自治法第２３５条の２第１項） 

現金の出納については、毎月定例日に委員による検査を実施する。 

委員による実地検査は、会計管理者については６月に、公営企業管理者及び病

院事業管理者については７月に実施し、その他の月については書面で実施する。 

職員による予備検査については、毎月書面（一部実地）により実施する。 

  

（２）決算審査（地方自治法第２３３条第２項、地方公営企業法第３０条第２項） 

定期監査、例月現金出納検査その他の監査を踏まえ、令和７年度の普通会計及び

公営企業会計の決算審査を実施する。 

決算審査については、概ね８月までに行うものとする。 

 

（３）健全化判断比率等審査（財政健全化法第３条第１項、第２２条第１項） 

知事から審査に付された健全化判断比率及びその算定基礎事項書類並びに資金

不足比率及びその算定基礎事項書類の審査を、概ね８月までに行うものとする。 

 

（４）内部統制評価報告書審査（地方自治法第１５０条第５項、第６項） 

知事から審査に付された財務事務に係る内部統制の評価報告書について、内部統

制の評価に係る資料及び定期監査の結果等に基づき、概ね８月までに、審査を行い

意見を付すものとする。 
 

 ２ 請求等による監査 

地方自治法に定める請求等による監査については、法令の規定に基づき実施する。 

・ 住民の請求による監査（地方自治法第２４２条第１項） 

・ 直接請求による監査（地方自治法第７５条第１項） 

・ 議会の請求による監査（地方自治法第９８条第２項） 

・ 知事の要求による監査（地方自治法第１９９条第６項、７項、第２４３条の２

の２第３項） 

・ 指定金融機関等監査（地方自治法第２３５条の２第２項） 

 

 

第５ その他 

 

１ 監査における専門性の強化 

    監査専門委員から、公営企業会計監査や決算審査における指導助言や、住民監査請

求等における法的な助言を受けることにより、専門性の高い分野の強化を図る。 

 

 

 

 



 

 

 

２ 監査に関する公表等 

（１）監査に関する公表 

地方自治法に基づく監査結果等の公表はインターネットを利用して行う。 

    ア 定期監査及び財政的援助団体等監査 

      監査の結果に関する報告に合わせて、原則として年３回公表する。 

 

     イ 決算審査及び健全化判断比率及び資金不足比率の審査 

       決算審査及び健全化判断比率及び資金不足比率の審査意見について知事が

議会に提出する時期に合わせて公表する。 

 

    ウ 行政監査 

特に、 テーマを定めたものについては、年内に公表する。 

 

（２）監査結果等の活用 

監査を通じて把握した事実や課題等について、監査の成果をより効果的なものと 

するため、関係部局と随時情報を共有し、類似事案の再発防止や内部統制の強化に

つなげる。 

また、再発防止につなげるため、監査結果を整理し、職員が誤りやすい事務処理

などを全職員に行政情報ネットワークなどを活用し周知する。 

 

 



１　定期監査対象機関数
(  )内の数字は前年度

実地 書面 計 実地 書面 計

68  34  102 40  62  102 

(71) (31) (102) (39) (63) (102)

119 160 279 30  249 279 

(122) (158) (280) (34) (246) (280)

187 194 381 70  311 381 

(193) (189) (382) (73) (309) (382)

２　財政的援助団体等監査対象機関数

50%以上 16 (16) (9) (2)

50%未満 9 (9) (4) (0)

25 (25) (13) (2)

5,000万円以上 79 (70) (7) (0)

5,000万円未満 155 (161) (2) (0)

234 (231) (9) (0)

25 (25) (6) (0)

284 (281) (28) (2)

（※1）出　資　団　体：県出資比率25％以上

（※2）補助金交付団体：補助金等の交付額1,000万円以上

（※3）指 定 管 理 者：公の施設の指定管理者（出資団体、自治体等を除く数値。）

区　　　分
監査対象
機関数

予備監査 委員監査

うち実施機関数

本　　 　庁
102       

(102)

出 先 機 関
279       

(280)

計
381       

(382)

区       分
監査対象
機関数

うち実地委員監査

出資団
体

（※1）

出
資
率

11 2

7 0

小計 18 2

補助金
等

交付団
体

(※2)

交
付
額

5 0

0 0

小計 5 0

指定管理者(※3) 5 0

合計 28 2


